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3.事業のコスト

６．今後の方向性

方向性の
説明

行政改革の実施については、行政改革大綱の方針を基本に着実に進め、定期的に進捗状況
の確認と作業内容等の検証を行い、状況に応じ改善を加えながら進めていく必要がありま
す。特に事務事業評価は平成29年度において、施策・政策評価との一体的運用も視野に運
用方法の改善等に取組んでいきます。

総合
戦略

政策パッケージ

施策

5

5-4

都市基盤整備

公共施設の効率的な維持管理

根拠法令

根拠例規

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律

坂井市公の施設の指定管理者の指定の手続きに関する条例ほか

坂井市行政改革大綱ほか

中長期的な方向性

目標年度 平成30年度

人
員

4.00 人 4.00 人

28,112

29,165 30,181

コ
ス
ト

事業費 705 729 2,069

継続
目標年度 平成29年度

短期的な方向性
改善（見直し）

臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00 人

人員計 4.00 人 4.00 人 4.00 人

正職員 4.00 人

一般財源 27,557 29,165 30,181

財
源
内
訳

国県支出金

その他特定財源

実
施
手
段
・

方
法
等

・行政改革大綱及び実施計画を策定し、行政改革の推進を図る。
・補助金合理化委員会の提言を踏まえた補助金の見直しを行う。
・受益者負担の適正化基本方針に基づき、市施設使用料の継続した見直しを行う。
・指定管理施設が適正に管理運営されるよう、適切なモニタリングと指導を行う。
・公共施設マネジメント白書の進捗管理とＰＰＰ／ＰＦＩの研究を行う。

現状と課題

（単位：千円）

平成28年度 平成27年度 平成26年度

活
動

目
的
・
趣
旨

行政改革大綱に基づく全庁的な取組みの推進及び各所管部署が取り組むべき行政改
革への取組みに対し指導助言し、効果的効率的な行政運営の推進を図ります。

指標の説明

事務事業評価について、作業手順の簡素化を行ってきています。
これまでの見
直しや改善等

の実績

目標設定すべき指標ではない

効率性に課題 効率性に課題

達成率(%)

人件費 26,852 28,436

0.00 0.00

事務事業二次評価ヒアリング件
数

0.00 0.00

件
目標

実績 109.0

目標 10.0

有

成
果

実績

有

指標
短期的な方向性で改善とした事
務事業の割合

％
10.9

指標

有

達成率(%) 109.00 0.00 0.00 0.00

指標の説明 事務事業評価で改善と評価のあった事務事業の割合

目標

指定管理者による管理運営を行っている施設数

活
動

実績 61 61 58 58

達成率(%) 98.39 96.83 95.08

施設
目標 62 63 61 59

98.31

指標

指定管理者施設導入数

指標

行革実施計画達成率
％

平成26年度 平成25年一般管理費 評価指標 単位

＜事業の名称等＞

年度 平成28年度 平成27年度予算 款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 01

平成28年度　事務事業評価シート

行政改革に関する事務が職員の負担になっている場合が見受けられます。職員負担が
増大しないよう、取り組み方についても検証していく必要があります。

50.0 30.0 13.0

実績 95.0 55.0

119.0

28.0

第2次行政改革大綱実施計画達成率指標の説明

指標の説明

成
果

8.0

達成率(%) 79.83 110.00 93.33 61.54

大事業 401

指標に基づく評価

第2次行政改革は平成28年度が最終年度となっており、取組結果について評価
を行っていく必要があります。また、指定管理者制度については引き続き取り
組んでいくとともに、新規対応できる施設がないか検討が必要です。

行政改革推進事業

中事業 01

効率的な行財政運営の推進 行政経営課

行政改革推進事業

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 内部管理事業

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 1-2

総事業費 27,557


